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「中国経済研究会」のお知らせ
2017年度第7回（通算第69回）の中国経済研究会は下記の通り開催しますので、ご案内いたします。大勢の方のご参加をお待ちしております。 

記 

時  間： 2017年12月12日(火) 16：30－18：00 

場  所：京都大学吉田校舎法経東館地下一階みずほホール
テーマ：「中国プラットフォーム型就業形態の労働関係への影響」
報告者：劉暢（中国人的資源と社会保障部労働科学研究所副研究員）
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第3火曜日に行いますが、講師の都合等により変更する場合があります。2016度における開催(予定)日は以下の通りです。 

前期：4月18日（火）、 5月23日（火）、 6月20日（火）、7月1日(土) 
後期：10月17日（火）、11月21日（火）、12月12（火）、1月16日（火） 

（この研究会に関するお問い合わせは劉徳強（liu@econ.kyoto-u.ac.jp）までお願いします。な
お、研究会終了後、有志による懇親会が予定されています。）
中国ニュース11.27-12.03

HEADLINES

中パ経済回廊のエネルギープロジェクトが発電開始、総投資額20億ドル超え
国家能源投資集団設立、資産規模1兆8千億元
中国系銀行「一帯一路」沿線諸国に業務を展開
12月1日から中国消費者向け商品の輸入関税を一部引き下げる
人民元建て気候債券がパリに初登場
華碩と騰訊が家庭用スマートロボット「小布」を発売
米商務省が「ダブル調査」を自主発動中国商務部は強い不満
北京・上海の消費バージョンアップが全国を凌駕
海外ホワイトカラーが中国観光インバウンドの潜在的市場
5Gの経済効果は数十兆元、中国企業が先陣を切る
中パ経済回廊のエネルギープロジェクトが発電開始、総投資額20億ドル超え
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【捜狐網　11月30日】中国・パキスタン経済回廊で初めて実施されたエネルギープロジェクト「パキスタン・カシム港火力発電所ユニット第1号基発電セレモニー」が29日、パキスタンのカラチで行われた。このプロジェクトの資金は中国電力建設集団が51％を、カタール王室が出資するファンドAMCが49％をそれぞれ出資し、総投資額は20億8500万ドルに達し、工期は36ヶ月である。プロジェクトが着工してから、わずか30ヶ月でユニット第1号基が完成して発電にこぎ着けた。予定された発電容量660メガワット超臨界発電ユニット2基は、2018年までにすべて商用運転がスタートする見込みで、送電網に送出される電力は年平均約90億キロワット毎時に達し、現地の400万世帯の電力需要を満たすことができる。プロジェクトではタービンをはじめとする主要3機械の設備の99％は中国製で、70億元（約1187億円）の中国製設備の海外進出を直接もたらすことになる。
国家能源投資集団設立、資産規模1兆8千億元
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【人民網　11月28日】中国国電集団と神華集団が合併再編してできた新会社・国家能源投資集団公司が28日、北京で設立された。再編後の新集団は資産規模は1兆8千億元以上、従業員数33万人、８つの研究所と６つの科学系企業を持つ企業となり、石炭製造、火力発電、再生可能エネルギー、石炭液化・石炭化学工業の分野では世界最大の企業となった。国務院国有資産監督管理委員会の肖亜慶委員長は「今回の再編は、近年の中央企業の再編としては最大規模のものであり、石炭と電気の関係を整理し、石炭・電気一体化発展を実現させ、企業の全体的な収益力と経営効率を向上させる上でプラスになる。目下の同質的発展、資源分散といった目立った問題を緩和し、企業がより高次元・高水準で資源配置の最適化を実現し、より合理的な産業発展の新局面を形成する上でもプラスになる」との見方を示した。
中国系銀行「一帯一路」沿線諸国に業務を展開
【経済参考報　11月30日】11月30日に開かれた「『一帯一路』投融資サミットフォーラム」では、中国系銀行は「一帯一路」沿線諸国に対し、積極的に業務を展開していることを明らかにした。「『一帯一路』沿線諸国のインフラ需要は2020年までに10兆6000億ドル規模以上に達する」と予測されている。中国銀行業監督管理委員会によると、中国系銀行5行は「一帯一路」沿線諸国26カ国で62の支店を開設しており、中国銀行（BOC）は「一帯一路」沿線諸国におよそ600億ドルにのぼる貸付を与えており、投資総額が4087億ドルに達する大きなプロジェクト420件に参入し、中国工商銀行（ICBC）は投資総額が3372億ドルに達する412件のプロジェクトへ、民営銀行の民生銀行と光大銀行はそれぞれ17件と10件のプロジェクトへ投資を行い、投資分野は主にインフラ整備、エネルギー開発、交通輸送、鉱産物採掘、農業などに集中しているという。
12月1日から中国消費者向け商品の輸入関税を一部引き下げる
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【天津広播網　11月28日】中国財政部は、12月1日から消費者向け商品の輸入関税を引き下げる。平均輸入関税は現在の17.7%から7.7%までになる。今回、輸入製品関税の引き下げ対象は国民生活と直接かかわる、食品、健康補助食品、医薬品、衣料、家庭用設備、日常雑貨など187種類の商品が含まれている。具体的にはリップクリーム、アイシャドー、香水などの化粧品の輸入関税は10%から5%に、温水洗浄便座やコーヒー器具の関税は32%から10%に、ミネラルウォーターの関税は32%から10%にそれぞれ引き下げられ、関税引き下げ率が最も大きいのは乳児用おむつや粉ミルクで、輸入関税はゼロになるという。
人民元建て気候債券がパリに初登場
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【新華網　11月29日】中国銀行パリ支店が発行した人民元・ユーロ・米ドルの3種類の通貨による気候債券が28日、ユーロネクストで正式に上場した。人民元建て気候債券がパリに登場するのは初めてのことである。今回の債券の発行には世界中の投資家からの購入が殺到し、売約総額は38億ドルを超えた。この資金は中国、フランス、イギリスなどの風力発電所や地下鉄の建設プロジェクトに投入される予定である。駐フランスの翟雋中国大使は「気候変動対応に関する『パリ協定』の調印2周年ならびにフランスのマクロン大統領の中国訪問を控えるなか、今回の気候債券の発行は特別な意義を持っている」と評価している。
華碩と騰訊が家庭用スマートロボット「小布」を発売
【華龍網　11月29日】華碩と騰訊はこのほど協力して、販売価格6999元の家庭用スマートロボットを売り出した。新発売の家庭用ロボット「小布」は華碩のハードウェア技術と騰訊雲（テンセントクラウド）の人工知能音声プラットフォーム技術を結合させたもの。表情、指示、追いかける動作などを子どもでも設定することができ、アクティブな動きをする。易観の報告書「2017年個人家庭用サービスロボット報告」は、「2018年以降、中国の消費者向けロボットは商品化に向けて発展し始め、教育、娯楽、パートナーなどがロボットの最も容易にすばやく切り込めるジャンルになる」との見方を示し、家庭用ロボットは現在、ハードウェアメーカーやインターネット企業が陣取り合戦をする分野になりつつあるという
米商務省が「ダブル調査」を自主発動中国商務部は強い不満
【人民日報　11月30日】米商務省は現地時間の28日に通告を出し、中国から輸入された汎用アルミ合金板に対する反ダンピング調査および反補助金調査の「ダブル調査」を発動した。中国商務部関連部門の責任者は29日にこの件について、「米国は国内産業界からの申請に基づいたのではなく、政府機関が中国からの汎用アルミ合金板に対して反ダンピングと反補助金の調査を自ら発動したのであり、過去25年間で初めて自主的に発動した貿易救済措置としての調査である。米国のこうしたやり方は国際貿易の歴史の中でもあまり類を見ないことであり、中国は米国の今回の措置に強い不満を表明している。中国は必要な措置を執り、中国企業の合法的権利の保護も行う」と述べた。
北京・上海の消費バージョンアップが全国を凌駕
【北京日報　12月2日】国家金融・発展実験室と蘇寧金融研究院はこのほど共同で、「中国個人消費高度化指数報告」を発表した。2016年の全国各省・直轄市・自治区の個人消費の高度化の総合的水準をはかったもので、北京市、上海市、浙江省、江蘇省が第一グループに入り、特に北京と上海が他地域を大幅に上回っている。同報告によれば、2012年以降、中国の個人消費の高度化・発展水準は安定的な上昇傾向をみせている。個別指標をみると、「一人あたり平均ネット小売消費額」と「ネット小売サービス消費額の比率」がそれぞれ数倍の上昇を達成し、一人あたり平均宅配便利用件数も年平均52.4％のペースで増加した。また、都市部住民と農村部住民とどちらも消費構造が改善を続けている。食品・タバコ・酒、衣類、住居に関する消費が消費全体に占める割合が低下し、交通・通信、教育・文化・娯楽、医療・保健の割合が上昇を続けているという。
海外ホワイトカラーが中国観光インバウンドの潜在的市場
【中国日報網　11月28日】中国観光研究院と「LinkedIn（中国）」が28日に北京で共同発表した「2017年海外ホワイトカラーの中国観光に関する報告」では、海外ホワイトカラーは中国観光において、一刻も早く発掘するべき潜在的な市場であると分析している。報告によると、LinkedIn（中国）に登録した海外ホワイトカラーは中国への旅行に極めて興味を持っており、それを支える強い消費能力も有している。統計によると、40％の海外ホワイトカラーは2年以内に様々な形で中国を訪れることを期待していて、観光や出張、異文化理解は海外ホワイトカラーが中国を訪れる主な目的となっている。中国で出張すると同時に、景色を楽しみ、中国独自の文化を理解するのに時間を費やすビジネス観光客は85％にも達しているという。
5Gの経済効果は数十兆元、中国企業が先陣を切る
【中華網　11月27日】11月23日から26日にかけて開かれた中国モバイルグローバル協力パートナー大会で、5Gに関する各種の技術と商品が注目を集めた。5Gの普及にはまだ2年ほどかかるが、産業チェーンにおいて、5Gをめぐる大規模な商戦は避けられない状況となっている。市場調査機関のIHSの報告は、5Gはあたかもプリンタ、インターネット、電力、蒸気機関、電報のように、作業工程を再設定し、経済競争の優位性の規則を再構築することができ、人の生活に深く幅広い影響を与える一般的な技術だとの見方を示した。また同報告は、2035年に5Gは世界に12兆3000億ドルの経済効果をもたらすと予想し、5Gグローバル・バリューチェーンは3兆5000億ドルの利益と2200万の雇用を創出することになるという。
鶏肋妄語　『京論壇』
　前蝶理中国総代表

　井上　邦久
10月21日、日中産学官交流機構の中国塾で「京論壇2017年活動報告：日中情勢と学生団体」の報告を聴きました。東大生による報告は時間内に多くの伝達を完結させるためか、少々早口でしたが明快でした。また帰国子女ではないかと想像させる英語発音も印象的でした。京論壇とは「2005年に北京大学と東京大学の学生が結成した国際学生討論団体です。互いの国に一週間ずつ滞在し、日中間に横たわる問題を英語で『本音の共有』を追求します。毎年学生20人ずつそれぞれの大学から参加し、三つの分科会に分かれてテーマごとに議論します。本年度はジェンダー・エリート主義・グローバリズムの三つを設けております」と紹介されました。なかでもエリート主義分科会は、京論壇ならではの設営だと感じ、印象に残りました。   

「中心命題：エリートとは誰か？」
質問：あなたはエリートですか？
　東京大→私はエリートである（全員）
　　　北京大→私はエリートではない（全員）
質問：どういう人がエリートですか？→「Process of Selection（選択の過程）
を経たものが、分野を問わずエリート」と両校に共通した認識の上で、　　　
　　　　東京大→実力があれば誰でもエリートになれる
　　　　北京大→実力に加え、GUANXI（中国語「関係」）が必要だ。
我々にはGUANXIがないからエリートではない。
　中心命題に対する日中学生による回答の相違点について、軽々に判断しにくいところですが、北京大生の自己規定にとても興味深いものを感じました。旧来の北京大生のイメージは、幼少より品行方正・学業優秀、多くは地方出身、それほどの富裕層家族の子弟ではない生真面目な学生、という初歩的な固定概念がありました。上海で近所付き合いをしていた山東省出身の家族が小学5年生の長男を私学一貫校に進学させた時、両親から北京大学や浙江大学を目指すと、思想的「学習」や政治的「表現」に時間と意識を取られてしまうから敬遠すると聞いたことも思い出します。ただ、そんな概念も過去の先入観によるものだと思っていたので、今どきの北京大生が「GUANXI」と云うずいぶん伝統的な用語を大切な局面で使っていたことが刺激的でした。
　「関係・GUANXI」という概念が中国社会のコミュニケーションや経済活動を形成する重要な要素であることは、夙に知られており、経営をはじめ社会活動の様々な場で広く使われます。人によって「関係・GUANXI」の解釈理解に微妙な違いがあるようですが、人間関係を「外人」「熟人」「自己人」「一家人」と段階的に区別することは概ね共通するようです。以下に個人的な見方を羅列します。
「外人（Wai Ren）」関係のない他人、他所の人。
「熟人（Shu Ren」顔見知り、名前を知らなくても親しい人。
「自己人（Zi Ji Ren）」となると利害よりも信義を重んじる深い対象。
（魯迅が瞿秋白との関係を「人生得一知己足矣」と表したことを連想します）。「一家人（Yi Jia Ren）」は、血縁が基本になるので必ずしも「自己人」より　　　　   深く濃い繋がりとは言い切れないと考えますし、外国人が名実ともに「一家人」になるのは容易ではないと思います。
同じジャンルの言葉として使われることもある「朋友（Peng You）」については、上記の「関係」各語とは若干異なる範疇からの見方をしていますので、後日に稿を改めたいと思います。
　馬場正修氏は大阪商工会議所国際部貿易実務セミナー《発展編・2009年》に於いて、・・・華人・中国人は、安定した「関係・GUANXI」を求めて日夜さまざまな対策に腐心しながら「人情・RENQING（中国語名詞。＝誼み、情実、縁故）」の構築（関係の距離感を測りながら、その深化に種々尽力すること）に努めている。極めて緊張感のある交流なのである・・・と述べていることも参考にして、北京大生が「関係」がないから自分はエリートではない、とする理由を初歩的に考えてみました。
学業成績向上に専念するあまり「人情」に通じていないことを自覚しているから？
実力で最高学府には入ったものの、「関係」で動いている社会の厳しさを改めて実感してしまったから？
「関係」についての課題を打開するには多くの時間と一定の資金と有力な紹介者が必須であると気づき呆然としているから？
といった極めて素朴な思いが湧きましたが、これを当日の東大生の報告者に
質問しても詮無いことなので止めました。
この辺りのことについて、もう一つの「京」である京都大学生はどのように感じるのでしょうか？
　　　　　　　　　　　（了）
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	19.8

	2011年
	9.2
	13.9
	17.1
	5.4
	24.0
	1549
	20.3
	24.9
	1.1
	9.7
	13.6
	14.3

	2012年
	7.7
	10.0
	14.3
	2.7
	20.7
	2303
	7.9
	4.3
	▲10.1
	▲3.7
	13.8
	15.0

	2013年
	7.7
	9.7
	11.4
	2.6
	19.4
	2590
	7.8
	7.2
	▲8.6
	5.3
	13.6
	14.1

	2014年
	7.4
	8.3
	12.0
	2.0
	15.2
	3824
	6.1
	0.4
	4.41
	14.2
	12.2
	13.6

	2015年
	6.9
	5.9
	10.7
	1.4
	9.7
	6024
	-9.8
	-14.4
	11.0
	0.8
	11.9
	15.0

	6月
	7.0
	6.8
	10.6
	1.4
	11.6
	465
	2.8
	－6.3
	4.6
	1.1
	10.2
	14.4

	7月
	
	6.0
	10.5
	1.6
	9.9
	430
	－8.4
	－8.2
	9.6
	5.2
	13.3
	15.7

	8月
	
	6.1
	10.8
	2.0
	9.1
	602
	－5.6
	－13.9
	23.9
	20.9
	13.3
	15.7

	9月
	6.9
	5.7
	10.9
	1.6
	6.8
	603
	－3.8
	－20.5
	5.2
	6.1
	13.1
	15.8

	10月
	
	5.6
	11.0
	1.3
	9.3
	616
	-7.0
	-19.0
	2.5
	2.9
	13.5
	15.6

	11月
	
	6.2
	11.2
	1.5
	10.8
	541
	－7.2
	－9.2
	27.7
	0.0
	13.7
	15.3

	12月
	6.8
	5.9
	11.1
	1.6
	6.8
	594
	－1.7
	－7.6
	17.2
	-45.1
	13.3
	15.0

	2016年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	10.3
	1.8
	18.0
	633
	-11.5
	-18.8
	14.1
	-2.1
	14.0
	15.2

	2月
	
	
	10.2
	2.3
	
	326
	-25.4
	-13.8
	-11.3
	-1.3
	13.3
	14.7

	3月
	6.7
	6.8
	10.5
	2.3
	11.2
	299
	11.2
	-7.4
	26.1
	4.0
	13.4
	14.7

	4月
	
	6.0
	10.1
	2.3
	10.1
	456
	-2.0
	-10.5
	21.4
	2.9
	12.8
	14.4

	5月
	
	6.0
	10.0
	2.0
	7.4
	500
	-4.7
	-0.1
	43.6
	-4.8
	11.8
	14.4

	6月
	6.7
	6.2
	10.6
	1.9
	7.3
	479
	-6.1
	-9.0
	8.5
	4.4
	11.8
	14.3

	7月
	
	6.0
	10.2
	1.8
	3.9
	502
	-6.4
	-12.9
	-3.8
	-6.2
	10.2
	12.9

	8月
	
	6.3
	10.6
	1.3
	8.2
	520
	-3.2
	1.4
	13.2
	0.5
	11.4
	13.0

	9月
	6.7
	6.1
	10.7
	1.9
	9.0
	420
	-10.2
	-1.9
	27.9
	-3.6
	11.5
	13.0

	10月
	
	6.1
	10.0
	2.1
	8.8
	488
	-7.4
	-1.3
	-36.9
	0.4
	11.6
	13.1

	11月
	
	6.2
	10.8
	2.3
	8.8
	442
	-1.5
	4.6
	-32.4
	-4.6
	11.4
	13.1

	12月
	6.8
	6.0
	10.9
	2.1
	6.5
	407
	-6.4
	2.6
	21.1
	-627.7
	11.3
	13.5

	1月
	
	
	
	2.5
	16.1
	513
	3.1
	15.4
	5.4
	-6.2
	11.3
	12.6

	2月
	
	
	
	0.8
	
	-91
	-4.8
	38.1
	33.3
	-242.1
	11.1
	13.0

	3月
	6.9
	7.6
	10.9
	0.9
	9.5
	239
	12.3
	19.6
	-1.4
	1.6
	10.6
	12.4

	4月
	
	6.5
	10.7
	1.2
	8.1
	380
	4.2
	11.6
	42.7
	-9.8
	10.5
	12.9

	5月
	
	6.5
	10.7
	1.5
	7.8
	408
	5.5
	14.6
	-5.4
	-8.7
	9.6
	12.9

	6月
	6.9
	7.6
	11.0
	1.5
	8.8
	428
	9.1
	16.3
	14.3
	-2.8
	9.4
	12.9

	7月
	
	6.4
	10.4
	1.4
	6.5
	467
	6.0
	10.9
	10.4
	-15.7
	9.2
	13.2

	8月
	
	6.0
	10.1
	1.8
	3.8
	419
	4.6
	13.6
	－1.8
	6.9
	8.9
	13.2

	9月
	6.8
	6.6
	10.3 
	1.6
	6.2
	286
	7.4
	19.0
	14.5
	14.9
	9.2
	13.1

	10月
	
	6.2
	10.0
	1.9
	3.2
	382
	6.2
	16.8
	104.4
	2.5
	8.8
	13.0


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意
されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。
　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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